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〔概要〕
地方自治体が主体となって地域公共交通計画を策定し、地域住民の生活交通

を確保・維持する仕組みが定着する中、急速な超高齢社会の到来は、より細やか
な交通サービスの社会実装ニーズを顕著にさせました。
しかしながら地方財政は厳しさを増し、行政サービスとして地域の生活交通を細

やかに施すことに限界が見られ、様々な主体との「共助」の必要性が高まっており
ます。
運輸行政の変遷と課題を整理し豊田市など地方自治体の事例を見ながら、地

域生活交通確保における「共助」の可能性について、みなさんと議論したいと思
います。
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地域公共交通に関する運輸政策の変遷

⚫ H12年：貸切バス事業、国内航空運送事業、旅客鉄道事業、国内旅客船事業
の規制緩和

➢ 地方鉄道の赤字路線の廃止が進む

⚫ H14年：乗合バス事業、タクシー事業の規制緩和
➢ 乗合バスの赤字路線の廃止が進む
➢ 鉄道や路線バスの廃止代替バスを市町村が運営する事例頻発
➢ 武蔵野市「ムーバス」に幻想を抱いた地方都市でコミュニティバス運行が流行
➢ 貸切バスやタクシー事業者の乗合事業への参入が進む（コミバス運行を受託）
➢ 地域公共交通会議設置を規定

⚫ H18年：自家用有償旅客運送の登録制度創設
➢ バス・タクシー事業では対応できない地域で自家用車による有償旅客運送を認める

⚫ H19年：「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」施行
➢ 市町村が主体となって様々な関係者による法定協議会の設置を規定
➢ 地域公共交通総合連携計画の策定により、確保・維持・改善を促進

⚫ H23年：「地域公共交通確保維持改善事業（生活交通サバイバル戦略）」創設
➢ 地域公共交通総合連携計画に基づく確保・維持・改善策に対する補助事業設置
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地域公共交通に関する運輸政策の変遷

⚫ H26年：「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の一部を改正する
法律」施行

➢ 「コンパクト・プラス・ネットワーク」を掲げ、「まちづくりとの連携（立地適正化計画との
連動）」しながら「面的な公共交通ネットワークを再構築する」ことを目指す

➢ 市町村が策定する「地域公共交通網形成計画」を法定計画として規定
➢ バス路線の再編等を実施する「地域公共交通再編事業」を創設

⚫ R02年：「乗合バス及び地域銀行に関する独占禁止法の特例法」施行
➢ 人口減少等により持続的にサービスを提供することが困難かつ当該地域において他

事業者による代替が困難であることを鑑み、独禁法の特例が定められた
➢ 合弁、共同経営（カルテル）の認可など

⚫ R05年：「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部を改正する
法律」公布（7/1, 10/1 施行）

➢ 地方公共団体による「地域公共交通計画（マスタープラン）」の作成を努力義務化
➢ 計画には定量的な目標設定と毎年度の評価（データに基づくPDCA）を明示する
➢ 多様な輸送資源（自家用有償、福祉輸送、スクールバス等）も計画に位置づけながら、

バス・タクシー等の公共交通機関をフル活用し地域の移動ニーズにきめ細やかに対
応する
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大雑把に
まとめると・・・

⚫ モータリゼーションを背景に都市構造は分散化
⇒ 住民の主たる生活交通だったバス利用者激減
⇒ 運賃値上げ＆赤字路線休廃止

⚫ 規制緩和で公共交通事業活性化を図るのだ！
⇒ 一部の貸切事業者が乗合事業に新規参入
⇒ 一方で、既存路線の休廃止・撤退が促進

⚫ 行政が交通政策として取組むしかない！
⇒ コミュニティバスの濫発

⚫ 地域みんなで計画的に取組もうよ！（ご褒美あるよ）
⇒ 関係者の協議の場「地域公共交通会議」設置
⇒ 行政が地域公共交通に関する計画を策定

⚫ 地方行政の息切れと新たな課題
⇒ 超高齢社会、経費高騰、バス運転士不足
⇒ 高齢者には「個別少量輸送」必要じゃないか？

今ここ
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豊田市における地域公共交通政策

⚫ H15年度：豊田市生活交通確保基本
計画の策定
➢ 平成の市町村合併前の豊田市を対

象に、生活交通を定義し「毎日運行す
るバスと週2日間運行する乗合タク
シーによって公共交通空白地区の解
消を目標とした。



5

豊田市における地域公共交通政策

⚫ H18年度：豊田市公共交通基本計画を策定
➢ 合併後の豊田市を対象に、バスを主とした地域公共交通の基本計画を策定
➢ 地域の拠点間を結ぶ路線バス「基幹バス」と地域内を面的にサービスする「地域バ

ス」を定義し、サービスレベルや運賃の規準を設定

⚫ H20年度：公共交通評価の仕組みを構築
➢ 公共交通基本計画に基づき運行している「とよたおいでんバス（基幹バス）」と「地域

バス」を、定量的・定性的両面の指標を設定し評価し、PDCAを回す仕組みを構築

⚫ H27年度：豊田市公共交通基本計画を改定
➢ 新たな目標を設定するとともに、交通結節点の整備を具体的な施策として追加
➢ 評価の仕組みを見直し、特に地域バスでは「地域住民（運営組織）による維持・確保・

改善の取組み状況」を重視した評価とした

⚫ R04年度：豊田市地域公共交通計画を策定
➢ 公共交通基本計画を見直し、国の規定する法定計画に合致した計画を策定
➢ 地域公共交通手段を再定義し、より細やかで効率的な生活交通（前計画で地域バス

にあたるものを含む）の抜本的な改編方針を明示
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豊田市地域公共交通計画（R4年度～7年度）の概要

⚫ 社会状況の変化とその対応
➢ 少子高齢化の進展、運行経費の増大（と運転手人材不足）、コロナ禍による利用者数

減少・生活様式の変化などへの対応が必要
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豊田市地域公共交通計画（R4年度～7年度）の概要

⚫ 交通手段の位置づけとネットワーク
➢ 「基幹交通（鉄道・基幹バス）」により全市・広域の交通網を形成し、生活圏内を面的に

「生活交通（タクシー活用、住民共助など）」でサービス
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豊田市地域公共交通計画（R4年度～7年度）の概要

⚫ 「生活交通」の新たな考え方
➢ 「自助」「共助」「公助」の適切な組合せ ⇒ 地域の輸送資源をフル活用

「共助」が鍵！
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「２つの共助（＋公助）」 を考える

（１） 「生活交通」における住民・
交通事業者の共助

➢ 地域住民が主体となって、
地域の交通事業者等ととも
に生活交通を確保

➢ タクシー事業者にも主体性
が求められる ⇒ 地域のニー
ズ把握・住民と向き合うこと
ができるか？

➢ 交通事業者不在の地域では、
自家用有償運送や無償のボ
ランティア輸送を検討

➢ 必要に応じて行政が支援

（２） 地域の企業による共助
➢ 目的地となり得る商業者等による協賛金での運営（アイシンがチョイソコで確立）
➢ 都市部のバスではラッピング等の広告や停留所ネーミングライツ等で企業が協賛

⇒ 企業にとってのメリットがあり、利用者増にも繋がる方法は？

出典：豊田市地域公共交通計画
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（１） 「生活交通」 における住民・交通事業者の共助

⚫ 地域特性に即した運行手法、サービス水準、運営手法を検討する必要がある

⚫ 現行の地域バスとの棲み分け（置換 or 改編）
⚫ 事業として対応できる交通事業者の有無
⚫ 地域づくり活動の慣習・素地の有無あるいは「熱量」
⚫ キーパーソンの存在の有無、「発掘」の可能性
⚫ 地域による運営主体設置の可能性
⚫ 対象地域の規模（高齢者人口、面積など）
⚫ 生活必需の移動（買物、通院）にかかる費用

運行手法の基本：デマンド型の少量個別輸送

地域の状態

地域生活交通運営の手法 行政の支援制度

⚫ 現行地域バスをベース
とした改編（乗合）

⚫ 一般乗用タクシー活用
（地域タクシー等）

⚫ 自家用有償運送
⚫ 無償でのボランティア

輸送

⚫ 地域と事業者の関
（契約の形態）
（管理業務の所在）

⚫ 運行経費の確保
（利用者負担）
（自治会等地域負担）
（行政からの支援）

サービス 運営

地域共助の生活交通に対する
費用面での支援制度を設置

⚫ 地域の状態に即した運営費用
の支援

⚫ 運行事業者との調整
⚫ サービス内容の例示・助言

支援内容
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豊田市の「地域タクシー」 （乗合型地域バスの代替として）

⚫ 需要の少ない地域かつタクシー事業者が存在する郊外部等で有効
⚫ 豊田都市交通研究所の自主研究に基づき、豊田市が社会実装（現在４地域）
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一般乗用タクシーによる生活交通確保の事例

⚫ 乗合許可不要であり、通常のタクシー営業と同じ「乗用旅客運送」で対応可 
⇒ 見方を変えるとタクシー事業者の主体性が求められる施策

都市 施策名称 サービス概要 運行経費負担の仕組み

1
岐阜県
各務原市

住民主体の地域の高齢者
等移動支援事業補助金

■自治会、ＮＰＯ等がタクシー事業者と運行内容、料金を決めて契約
■目的地リストに介護福祉関連の施設・行事を入れる
　（介護保険制度による事業であるため）

■地域で定めた運賃を利用者（登録制）が支払い、メーター差額を地域
団体が負担
■地域負担の2/3以内（上限 年間30万円）を市が地域団体に補助

2
岐阜県
多治見市

地域あいのりタクシー
運行支援補助金

■区や町内会、地域福祉協議会などが運営主体となり、アンケート等で
ニーズを把握した上で運行内容を検討し運行事業者と相談
■利用者が「あいのり」で利用することを推奨

■利用者は運営主体組織が決めた負担額を支払う
■メーター運賃と利用者負担金の差額を運営主体が事業者に支払う
■運営主体が支払った額の6/10（上限40万円）を市が補助

3
山形県
南陽市

おきタク
■60歳以上が対象（登録制）
■自宅と専用乗降場（54箇所）の移動に利用可能
■利用料金は500円

■利用者負担とメーター料金の差額を協議会が負担
■地域負担（利用者負担＋協議会負担）と行政負担がほぼ１：１となる
ように調整し、市が支援

4
福島県
南相馬市

みなタク
■特定施設と自宅との間に限定し、施設が立地する市中心部からの距
離に応じて段階的に定額料金を設定

■旅客輸送中はメーターを稼動させ、利用者は定額を支払い、メーター
料金との差額を市が負担

5
群馬県
渋川市

ささえあい買物事業
あいのり
（社会福祉協議会）

■75歳以上が対象、買物での移動に限定
■目的地となる商業施設が指定されている

■利用料金は距離に応じて設定（協賛金に応じて利用料金が変動）
■対象店舗から協賛金（利用者1人あたり100円）
　 地域企業から協賛金（1口 2万円 R4年12社17口）
　 社協の介護事業による利益 が財源となっている

6
群馬県
沼田市

ささえあいタクシー
（NPO法人 手をつなごう）

■事前登録し、月に2回程度グループで買物に利用
■利用可能時間帯：午後2時～4時
■目的地となる商業施設（3店舗）が指定されている
■一部地域で実証実験（R2年度）、全市に拡げる予定

■実証実験では運賃500円（往復）、本運行では距離に応じた「割り勘」
を想定
■実証実験でのアンケート調査では利用者は1,000円未満の負担を希望
（不足分をどう賄うか？）

7
神奈川県
横浜市

相乗りタクシー
実証実験

■本宿東部自治会（1,800世帯）対象
■6箇所の乗降場と鶴ヶ峰駅間の輸送に限定、運行時刻は30分刻みで
設定されており、予約
■地域で事前に定めた相乗り運賃を利用者がまとめて支払

■費用負担は利用者の運賃のみで賄う？
■市が「地域の総合的な移動サービスの確保」のタスクフォースを設置
し、取組んでいる実証実験の一環

8
香川県
高松市

バタクス
 （実証実験中）

■フィーダー路線を区域運行のデマンドで実証中
■実証は21条で乗合輸送だが、タクシー事業者が主体的に運営するた
めに一般乗用でのスキームを検討中

■運行距離に応じたタクシー料金から利用運賃600円を控除した額の
2/3を市が負担（1/3を事業者が負担）

9
島根県
浜田市

あいのりタクシー等
支援

■地域のまちづくり推進協議会が事業者と貸切契約し、協議会が定めた
料金を利用者が支払って利用
■地域で運行計画を立て、2人以上で「あいのり」する必要がある

■利用料金の片道分の合計または市が定めた基準額を利用者数に乗じ
た金額の多い方の額を、片道運送料金の合計から控除した額を市が負
担（上限 年間40万円）

10
山口県
山口市

グループタクシー制度
■要件を満たした市民４人以上でグループを構成し、代表者が申請する
ことで１人あたり６０枚の利用券を交付
■利用券額面は自宅から公共交通機関の距離に応じて300～700円

■1回の乗車に1枚利用可能（券面金額を市が負担）
■グループ複数人で乗れば乗車人数分の枚数の利用券を使用可能
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一般乗用タクシーを活用した地域主体の
「地域共助」 生活交通のイメージ

事
業
者
と
地
域
団
体
が

主
体
と
な
っ
て
運
行

必要に応じて行政が地域団体に支援
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豊田市で地域が動き出した先行事例
空きタクシーの活用とボランティア輸送（無償） のハイブリッド輸送
〔豊田市高美町自治区による住民発議の共助運営〕

出典：高美町自治区 「たかみ お助け隊」 活動報告資料
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豊田市で地域が動き出した先行事例
空きタクシーの活用とボランティア輸送（無償） のハイブリッド輸送
〔豊田市高美町自治区による住民発議の共助運営〕

出典：高美町自治区 「たかみ お助け隊」 活動報告資料
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自治区アンケート調査の実施
【調査の目的】
⚫ 豊田市内自治区を対象に、生活交通に関する地域の現状と意向を把握する。
⚫ アンケート調査結果から得られる定性的な地域特性に加えて、自治区に関する諸データを用

いて類型化し、地域特性に相応しい生活交通サービスの手法を整理する。
⚫ 豊田市が計画している共助交通サービスへの補助制度を説明する基礎資料とする。

地域 総数 回収数 回収率 地域 総数 回収数 回収率

01.崇化館 12 11 91.7% 16.猿投台 11 8 72.7%

02.梅坪台 4 4 100.0% 17.井郷 5 4 80.0%

03.浄水 5 4 80.0% 18.猿投 8 7 87.5%

04.朝日丘 7 4 57.1% 19.保見 13 11 84.6%

05.逢妻 11 9 81.8% 20.石野 20 17 85.0%

06.高橋 15 11 73.3% 21.松平 22 16 72.7%

07.美里 14 11 78.6% 22.藤岡 18 13 72.2%

08.益富 14 13 92.9% 23.藤岡南 6 4 66.7%

09.豊南 9 9 100.0% 24.小原 12 10 83.3%

10.末野原 11 10 90.9% 25.足助 14 14 100.0%

11.上郷 17 15 88.2% 26.下山 7 6 85.7%

12.竜神 8 8 100.0% 27.旭 5 5 100.0%

13.若林 4 4 100.0% 28.稲武 13 11 84.6%

14.前林 11 10 90.9% 総計 299 252 84.3%

15.若園 3 3 100.0%

【調査概要】
⚫ 調査対象：豊田市内自治区

（300団体あるが他自治区と
運営統合している自治区があ
るため298団体）

⚫ 配布回収方法：区長便にて配
付し郵送またはE-Mail回収

⚫ 回答における注意：区長が回
答（下記注意事項を記載）

【回収結果】
⚫ 運営統合自治区のうち1団体

が別途回答したため、配付は
299団体

⚫ 回収は252団体、回収率84.3%

調査票に記載した注意書き
※ 自治区の役員、組長、民生委員・児童委員の意見や区民から寄せられる声を踏まえて、自治区長が回答してください。
※ 回答に際し、別添資料「豊田市地域公共交通計画 （概要版）」をご一読ください。
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アンケート調査結果

⚫ 地域毎の平均点を整理した。
⚫ 都市部（01-19）では「ゴミ出し

マナー」、中山間地域（20-28）
では「高齢者の交通」「高校生
の通学」の深刻度が高いなど、
顕著な傾向の差が見られる。

※ 以下、地域コミュニティ（中学校区）毎の集計結果を掲載

地域 防犯
交通事故

防止
環境美化

ゴミ出し
マナー

子ども
育成

高齢者
活動

高齢者
交通

高校生
通学

01.崇化館 4.91 5.64 6.09 7.91 5.09 6.10 5.36 4.27

02.梅坪台 4.50 3.50 4.50 6.50 5.50 5.50 3.25 2.75

03.浄水 4.75 4.75 7.75 7.75 6.25 6.50 7.25 3.25

04.朝日丘 5.25 7.00 5.50 7.50 5.00 5.00 6.00 3.25

05.逢妻 4.00 5.00 5.56 7.11 5.00 5.33 5.78 4.44

06.高橋 4.27 5.73 5.45 6.27 4.91 7.00 6.64 4.91

07.美里 4.36 5.36 4.60 6.30 4.82 5.36 6.09 3.91

08.益富 4.31 3.85 5.15 5.69 4.31 5.54 5.77 4.85

09.豊南 4.78 6.11 5.44 6.78 5.33 6.38 6.75 4.11

10.末野原 5.70 5.80 6.10 7.50 5.20 5.70 6.40 5.00

11.上郷 3.73 5.60 5.07 6.00 4.07 4.60 5.47 4.47

12.竜神 4.88 6.38 5.50 6.63 5.13 5.75 6.50 5.38

13.若林 5.67 6.33 5.33 8.00 6.00 6.67 7.33 4.67

14.前林 4.50 5.40 5.30 6.00 4.70 5.60 7.40 7.00

15.若園 6.67 6.67 6.00 7.67 5.33 6.00 6.33 4.33

16.猿投台 2.25 5.25 4.13 6.00 3.38 5.00 8.13 4.50

17.井郷 5.67 6.75 6.33 8.25 5.67 6.67 6.67 5.67

18.猿投 4.14 7.14 6.00 6.43 4.71 5.86 7.29 5.14

19.保見 4.10 5.80 5.82 6.00 4.27 6.00 6.45 3.82

20.石野 4.35 4.94 5.53 4.41 5.41 5.76 7.24 5.71

21.松平 4.19 5.06 5.56 4.06 5.19 6.06 7.44 5.13

22.藤岡 3.92 5.38 5.15 4.54 5.00 6.54 7.38 6.62

23.藤岡南 2.50 3.00 3.75 3.50 4.00 4.75 5.25 4.00

24.小原 3.80 4.40 4.80 4.10 5.70 5.50 7.00 5.90

25.足助 3.79 5.00 4.36 3.29 4.21 5.14 6.86 5.93

26.下山 4.17 4.33 4.00 3.17 6.50 7.83 8.67 9.17

27.旭 3.60 5.00 5.40 3.80 5.80 6.20 6.80 6.60

28.稲武 3.82 4.55 3.82 3.64 5.18 5.91 7.36 6.36

総計 4.25 5.28 5.23 5.60 4.94 5.80 6.66 5.16

 点数が大きいほど「深刻」な課題 ⇒ 

(ア) 犯罪の防止 （ １－２－３－４－５－６－７－８－９－10 ） 

(イ) 交通事故の防止 （ １－２－３－４－５－６－７－８－９－10 ） 

(ウ) まちの環境美化 （ １－２－３－４－５－６－７－８－９－10 ） 

(エ) ごみ出しマナーの改善 （ １－２－３－４－５－６－７－８－９－10 ） 

(オ) 子どもの育成環境改善 （ １－２－３－４－５－６－７－８－９－10 ） 

(カ) 高齢者の活動環境改善 （ １－２－３－４－５－６－７－８－９－10 ） 

(キ) 高齢者の買物や通院の交通手段確保 （ １－２－３－４－５－６－７－８－９－10 ） 

(ク) 高校生の通学手段確保 （ １－２－３－４－５－６－７－８－９－10 ） 

 

１．以下の（ア）～（ク）は、貴自治区でどれ
くらい深刻な課題となっていますか。そ
れぞれ課題としての深刻度について10
段階で点数を付けてください （あては
まる点数に○）。

※ 一般論としての「重要な課題」ではなく、自治
区として 「すぐに対策しなければならないが、
なかなか解決しにくい」 状況であることを「深
刻度」とお考えください。
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アンケート調査結果

⚫ 都市部では「ある」という回答
が少ない傾向が見られる

⚫ 07美里～11上郷は都市部だ
が「ある」という回答が多数み
られる。
➔古くからの自動車メーカー

従業員が多く、コミュニティ
の連帯感が強いか？

３．貴自治区では、地域の住民どうしで生
活の困りごとを助け合う慣習や雰囲気
がありますか。

1.とてもある 2.ある 3.あまり無い 4.わからない 2と3 無回答 総計

01.崇化館 5 6 11

02.梅坪台 3 1 4

03.浄水 3 1 4

04.朝日丘 2 1 1 4

05.逢妻 4 3 2 9

06.高橋 5 6 11

07.美里 8 1 1 1 11

08.益富 1 8 3 1 13

09.豊南 7 2 9

10.末野原 7 2 1 10

11.上郷 2 9 4 15

12.竜神 5 3 8

13.若林 2 2 4

14.前林 4 5 1 10

15.若園 1 2 3

16.猿投台 6 2 8

17.井郷 3 1 4

18.猿投 1 1 4 1 7

19.保見 5 6 11

20.石野 1 11 5 17

21.松平 1 12 3 16

22.藤岡 7 4 2 13

23.藤岡南 1 2 1 4

24.小原 1 7 2 10

25.足助 2 9 3 14

26.下山 4 2 6

27.旭 1 3 1 5

28.稲武 1 9 1 11

総計 11 149 77 10 2 3 252
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アンケート調査結果

⚫ 41自治区で共助組織が存在
しており31自治区が検討中

⚫ 「昭和の合併町村」は行政依
存が強いか？

４．近年、市内の自治区で住民が自治区
内の高齢者の生活を支援する「お助け
隊」を結成するケースがあります。この
ような共助組織は貴自治区にあります
か。または検討していますか。

※ お助け隊の活動例 ： 家事手伝い、庭の手入
れ、買物代行、通院送迎など。

1.既に結成 2.検討中
3.検討してい

ない
△ 無回答 総計

01.崇化館 1 2 8 11

02.梅坪台 2 1 1 4

03.浄水 1 3 4

04.朝日丘 4 4

05.逢妻 1 2 6 9

06.高橋 1 10 11

07.美里 4 2 5 11

08.益富 4 2 7 13

09.豊南 2 2 5 9

10.末野原 1 2 7 10

11.上郷 3 2 10 15

12.竜神 2 6 8

13.若林 2 1 1 4

14.前林 2 1 7 10

15.若園 3 3

16.猿投台 2 1 5 8

17.井郷 3 1 4

18.猿投 2 1 4 7

19.保見 1 10 11

20.石野 1 1 15 17

21.松平 2 1 13 16

22.藤岡 2 11 13

23.藤岡南 1 3 4

24.小原 2 8 10

25.足助 2 12 14

26.下山 1 1 4 6

27.旭 1 3 1 5

28.稲武 2 1 7 1 11

総計 41 31 178 1 1 252
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アンケート調査結果

⚫ 43自治区で「ある」という回答
⚫ 「たすけあい」の仕組みがある

足助や旭で「ない」という回答
が見られ、周知不足あるいは
一部の住民のみで取組んで
いるという可能性がある。

５．クルマの運転ができない高齢者が買
物や通院で出かける時に、近所の住
民がクルマで送迎するといった「共助」
のケースは、貴自治区内でありますか。

1.ある 2.ない 3.わからない 無回答 総計

01.崇化館 10 1 11

02.梅坪台 1 2 1 4

03.浄水 2 2 4

04.朝日丘 3 1 4

05.逢妻 1 6 2 9

06.高橋 9 2 11

07.美里 2 7 1 1 11

08.益富 1 10 2 13

09.豊南 1 5 3 9

10.末野原 2 7 1 10

11.上郷 2 11 2 15

12.竜神 5 3 8

13.若林 3 1 4

14.前林 1 6 3 10

15.若園 3 3

16.猿投台 8 8

17.井郷 1 2 1 4

18.猿投 7 7

19.保見 2 8 1 11

20.石野 3 14 17

21.松平 4 10 2 16

22.藤岡 4 6 3 13

23.藤岡南 3 1 4

24.小原 7 3 10

25.足助 4 8 2 14

26.下山 1 5 6

27.旭 2 2 1 5

28.稲武 8 3 11

総計 43 170 36 3 252
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アンケート調査結果

⚫ 19自治区で「導入済み」であり
30自治区が「検討中」

⚫ 問3「共助の慣習や雰囲気」と
のクロス集計➔先行事例とし
て取組みしやすい？

６．地域の高齢者や学生の交通手段とし
ての生活交通（地域バスなど）を運行
するために、区費と同じように各世帯
から協力金を徴収し、運行に関する経
費の一部を負担している自治区があり
ます。このような仕組みを貴自治区に
導入することは可能だと思いますか。

1.可能 2.難しい 3.導入済み 1,2 無回答 総計

01.崇化館 11 11

02.梅坪台 4 4

03.浄水 1 3 4

04.朝日丘 4 4

05.逢妻 9 9

06.高橋 3 7 1 11

07.美里 3 7 1 11

08.益富 3 10 13

09.豊南 2 7 9

10.末野原 7 3 10

11.上郷 2 13 15

12.竜神 8 8

13.若林 1 3 4

14.前林 4 6 10

15.若園 3 3

16.猿投台 1 7 8

17.井郷 4 4

18.猿投 1 6 7

19.保見 11 11

20.石野 4 13 17

21.松平 14 1 1 16

22.藤岡 2 11 13

23.藤岡南 1 3 4

24.小原 10 10

25.足助 14 14

26.下山 3 1 1 1 6

27.旭 1 2 1 1 5

28.稲武 2 4 5 11

総計 30 200 19 1 2 252

問6

1.可能 2.難しい 3.導入済み

問3 1.とてもある 4 7

2.ある 18 116 13

3.あまり無い 7 66 4

4.わからない 1 7 2
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⚫ 利用料金月額3,000円（デマンド乗り放題）に加え、地元事業者から月額5,000円の協力金を集め、
行政からの負担金ゼロで運営

⚫ 「久枝地区まちづくり協議会」が運行主体、ネッツトヨタ瀬戸内が予約配車業務を請ける
⚫ 「おでかけ先」たる商店や娯楽・飲食店だけではなく、利用者にとって「用事が無い」事業所もCSRの

一環として協力

出典：令和3年度 第2回 松山市地域公共交通会議資料

チョイソコひさえだ
（愛媛県松山市）の事例

（２） 地域の企業による共助
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（２） 地域の企業による共助

⚫ 利用者増に貢献でき、企業にとってメリットが感じられる方策を検討

市
内
の
民
間
企
業
・法
人
の

チ
カ
ラ
を
活
か
し
な
が
ら
、

課
題
へ
の
対
応
に
臨
む

⚫ 「共働によるまちづくりパートナーシップ協定」「つながる社会実証推進協議会」
「SDGsパートナー」「歩行者保護モデルカー活動」など、既に民間企業との連携
により展開している政策手法を「地域公共交通（基幹バス運営）」に適用

着目する背景と課題

働き方変容の加速
• テレワーク定着と郊外居住意向
• 従業員（+家族）の安全な外出

山村部の活性化政策
• 中山間地域の定住促進

• おでかけ目的となるコト・モノの
創出、関係人口増加の促進

新たな地域公共交通計画
• 地域バスは「共助」も検討しなが

ら個別少量輸送にシフト
• 基幹バスは交通政策的に維持

着目する交通まちづくり政策の課題

基幹バスの利用促進と安定的な運営
＋

山村部活性化政策の加速

コロナ禍による「おでかけ」減少
• 公共交通利用の減少回復
• 利用者の安心感の回復

既往の施策

研究で得られた
知見と課題

令和4年度 豊田都市交通研究所 「市長への政策提言」より
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「企業共助」による 路線バス（基幹路線）運営イメージ

協賛企業
• CSRの一環として地域のモビリティ運営に協力
• 従業員とその家族の「おでかけ」促進

交通事業者
• 安全で安心できる運行

路線バス（基幹路線）
• 市内拠点間の基幹交通

⇒ 山村と都心を結ぶ「おでかけ」交通手段
• コロナ禍で減少した利用者数の回復

⇒「非高齢女性」「休日・昼間」の利用
• 産業都市の利点を活かし、地域の企業によ

る協賛で「とよたブランド」の地域公共交
通に！

行政

•

計
画
に
よ
る
地
域
公
共
交
通

の
確
保
・
維
持

•

交
通
政
策
と
し
て
の
管
理

交通政策
の要となる
基幹バス
路線の運
営主体とし

て管理

•

運
行
経
費
の
支
援

•

従
業
員
の
利
用

産業都市
の利点

山
村
活
性
の
取
組
を
加
速

余
暇
活
動
・テ
レ
ワ
ー
ク
の
場

移
住
支
援

単に協賛金を得
るだけではなく、
利用促進に繋が
るリワードを設定

令和4年度 豊田都市交通研究所 「市長への政策提言」より
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ご意見・ご議論頂きたいポイント

（１） 「生活交通」における住民・交通事業者の共助
➢ 地域住民が主体となって、地域の交通事業者等とともに生活交通を確保
➢ タクシー事業者にも主体性が求められる

⇒ 地域のニーズ把握・住民と向き合うことができるか？
➢ 交通事業者不在の地域では、自家用有償運送や無償のボランティア輸送を検討
➢ 必要に応じて行政が支援

（２） 地域の企業による共助
➢ 目的地となり得る商業者等による協賛金での運営（アイシンがチョイソコで確立）
➢ 都市部のバスではラッピング等の広告や停留所ネーミングライツ等で企業が協賛

⇒ 企業にとってのメリットがあり、バスの利用者増にも繋がる方法は？
⇒ 協賛企業に 「従業員・家族専用サブスク乗車券等を発行」 はリワードたり得る？
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